第1回彦根市まち・ひと・しごと創生本部会議　会議録
1　日　時　　平成29年7月18日(火)午前9時24分～午前10時15分
2　場　所　　中央町仮庁舎4階　災害対策本部室
3　出席者　　本部長(大久保市長)
　　　　　　 副本部長(川嶋副市長)

　　　　　 　本部員
(企画振興部長、企画振興部参事、総務部長、危機管理監、市民環境部長、
福祉保健部長、子ども未来部長、産業部長、産業部参事、都市建設部長、
上下水道部長、教育部長、文化財部長、消防長、病院事務局長)
　　　　　   事務局(地域経営・地方創生推進室)
4　内　容
(事務局)
　 それでは、ただいまから、平成29年度彦根市まち・ひと・しごと創生本部第1回会議を開催させていただきます。
   部長会議に引き続いての会議となり、皆様お疲れかと思いますが、円滑に進行できますようご協力の程、よろしくお願い申し上げます。
   また、創生本部会議につきましては、会議録を作成し、ホームページで公開をしております。

   そのため、大変恐れ入りますが、ご発言いただく際は、マイクを使っていただいて、お名前を仰っていただいてからご発言いただきますようによろしくお願いいたします。
   それでは、推進本部設置規程第4条の規定に基づき、本部長に議事の進行をお願いいたします。

   市長、よろしくお願いします。

(議長)
はい、よろしくお願いいたします。

それでは、早速ですが、本日の議題の審議に入りたいと思います。

   議題の「(1)彦根市まち・ひと・しごと創生本部設置規程の改正について」、「(2)部会の構成の変更について」、「(3)平成29年度のスケジュールについて」一括して審議をしていただきたいと思いますので、ご説明をお願いします。
(地方創生推進室担当)

   地域経営・地方創生推進室の西林でございます。

   では、私のほうから、議題1から3について一括してご説明いたします。

   それでは、まず議題1「彦根市まち・ひと・しごと創生本部設置規程の改正について」をご説明いたします。

   資料1をご覧ください。
   こちらにつきましては、平成29年4月1日付け人事異動等により、本部員、パンプアップチームの対象となる部長級、次長級の職が新たに設けられたほか、総合戦略の担当として、新たに企画課内に地域経営・地方創生推進室が設置されたことから、これに合わせ創生本部の構成員および事務局を変更するものでございます。
   本部員およびパンプアップメンバーの変更については、資料1の4名から別表の下段のほうにありますが、こちらで下線を引いておりますが、本部員に企画振興部参事(彦根城築城410年祭担当)、子ども未来部長、教育委員会事務局教育部参事(図書館担当)を加え、企画振興部参事(秘書政策担当)および産業部参事(地域経済活性化担当)を削るほか、パンプアップチームに子ども未来部次長を加えるものです。

   なお、本規程の施行日は、4月1日でございます。

   以上、よろしくお願いします。

   続きまして、議題2「部会の構成の変更について」でございますが、資料2－1から2－3をご覧ください。

　 こちらにつきましては、先日、各部会で部会委員の構成についてご議論いただいたことを受け、部会から変更の報告があったものでございます。

   資料2－2をご覧いただきますと、結婚・妊娠・出産・子育て部会で保険年金課長を構成員に追加すること、資料2－3では若者定着・移住部会で秘書政策課シティプロモーション推進室長を追加するということで、それぞれ部会内での承認を受け、提出されたところでございます。
　 これに伴いまして、市ホームページに載せている「総合戦略に係る取組体制」を資料2－1のとおり、こちらを両所属を加える修正をしようとするものでございます。

　 続きまして、議題3「平成28年度のスケジュールについて」でございます。こちらにつきましては資料3をご覧ください。

   まず2行目、本日7月18日の創生本部第1回会議におきまして、この後、各部会より平成28年度ＫＰＩの結果に対する内部評価について報告がありますので、本日はその内容についてご審議いただきます。
   これによりまして庁内における内部評価が確定しますので、これを元に外部委員の評価を実施します。

   具体的には、7月27日の第2回まち・ひと・しごと創生総合戦略推進協議会では、基本目標1と3を、8月7日の第3回協議会では、基本目標2、4をそれぞれ評価いただく予定をしております。

   そして、評価結果については、8月下旬にホームページで公表する予定をしております。

   次に、10月中までを目処に、部会におきまして外部評価に対する考え方の整理や今後の取組方針の検討を行っていただき、11月上旬に開催予定の第2回創生本部会議において、内部で検討して今後の取組方針について庁内合意を図っていきます。

   その後、11月下旬に第4回推進協議会を開催し、外部委員さんに今後の取組方針を報告しまして、12月中に平成28年度評価を踏まえた施策別取組方針をホームページに公表する予定をしております。

   そして、平成30年度予算編成が終わります平成30年1月下旬に、平成28年度評価および平成30年度予算内示を基にしまして、総合戦略の見直し、冊子の「Ⅳ　各施策と主な取組」について見直すという作業を行っていただき、これを最終的に取りまとめまして、3月下旬に平成29年度改訂版総合戦略を公表する予定をしております。

   以上で説明を終わります。よろしくお願いします。
(議長)

　 ありがとうございました。それでは、今のご説明いただきました3つの議題について、何かお気づきの点、ご質問がありましたらご発言をお願いします。

   よろしいですか。特にないようでございますので、お気づきの点がありましたら、また後ほど事務局のほうにお聞かせをいただきたいと思います。

   それでは、続きまして議題の「(4)平成28年度ＫＰＩに係る内部評価について」、ご審議いただきたいと思います。

   各部会での協議結果について、基本目標の順番に各部会長からご報告をお願いします。
(産業部長)
   第１部会ですが、目標は「魅力ある安定した雇用が生まれるまちづくり」でございまして、資料が付いておりますのは4－1の2枚からお願いいたします。

   平成28年度の評価と課題でございますが、まず施策名が1つ目、「企業立地や産業集積の促進等による地元での就職環境の整備」でございまして、1つ目の指標が「有効求人倍率」、彦根管内でございますが、平成28年度の目標値が1.34で、結果が1.68でございましたので評価は「○」といたしました。これにつきましては、今後、現在の高倍率の維持・継続ということで必要でございまして、今後は雇用対策協議会実施事業への継続的な支援、平成28年度に作成いたしました「就活本」のフォローアップ、その他、雇用・職場環境改善施策の着実な実施を進めてまいりたいと考えております。

   2つ目のＫＰＩは「工業製品等出荷額」でございます。28年度の目標が5,806億円で、結果が5,907億円ございましたので、それも評価は「○」とさせていただきました。今後につきましては、「彦根市地場産業活性化基本方針及び行動計画」の着実な実施を進めていく、合わせて4月1日に施行いたしました彦根市企業立地促進条例を企業立地のはじめとする企業支援、施策の集中を進めていく、各種企業立地施策の推進ということでございます。

   3つ目の指標は、「工場等設置奨励措置件数」でございます。これは累計でございますが、平成28年度のＫＰＩの目標値は63件でございましたが、結果としては71件でございますので、これも評価は「○」とさせていただきました。これにつきましても、今後も改めて制度についての確実かつ効果的な周知、各種企業支援施策・立地施策の推進を進めてまいりたいと考えております。

   2つ目の施策名としましては、「起業や新分野への進出に対する支援による新たな雇用の創出」ということで、ＫＰＩは「起業者数」でございます。これも累計でございますが、平成28年度の目標値が38人で、結果が41件でございましたので、これも評価は「○」とさせていただきました。これにつきましては、今後も彦根市創業支援事業計画の周知と創業支援事業の充実および関係機関の拡充による制度周知と窓口の増加ということでございます。

   3つ目の施策名は、「地場産業の人材確保・育成および競争力強化」でございます。これに関するＫＰＩは3つございまして、1つ目が「彦根仏壇産地生産額」でございます。28年度の目標値が29億2,500万円でございましたが、結果としては27億5,000万円でございましたので、評価としては「×」となりました。この要因としましては、社会・経済的要因による仏壇の需要が減少しているということでございまして、これにつきまして今後は「彦根市地場産業活性化基本方針及び行動計画」の着実な実施を進めていくということでございます。

　 2つ目の指標が「彦根バルブ産地生産額」でございます。目標値が229億8,200万円とございましたが、結果が255億円ございましたので「○」とさせていただきました。これにつきましては、先ほども出たのと同じように、「彦根市地場産業活性化基本方針及び行動計画」の着実な実施でございます。

   3つ目が「彦根市ファンデーション産地生産額」でございます。目標値は29億2,500万円で、結果としては29億円ございました。これにつきましても、今後も「地場産業活性化基本方針及び行動計画」の実施ということでございます。

　 いずれにいたしましても、3つとも社会、経済的要因によります需要が変動したりしますので、その辺について今後より一層行動いただけるよう、行動計画に沿って進めてまいりたいと考えております。

　 続きまして、施策名が「6次産業化や農商工連携の推進による農林水産業の競争力強化」ということで、指標が2つございます。

 　1つ目が「認定新規就農者数」でございますが、28年度の目標値は6名でございましたが、28年度の結果は5名ということで、結果としては一人足らないということで「×」でございました。課題といたしましては、平成28年度におきましては、市が認定いたします新規就農者に増減がなかったこと。具体的に言いますと、28年度は新規就農者がゼロであったということでございます。一層、新規就農者数の掘り起こしが必要と考えておりまして、今後新規就農者の確保を図るため、市の特徴ある農業者を若者等へＰＲする「まち・ひと・しごと農業人育成プロジェクト事業」を実施してまいりたいと考えております。

   これはホームページで4月以降に公開しているというところでございます。

   2つ目の指標が、「6次産業化に取り組む事業者数」ということで、目標値が4者で、結果としては3者でございましたので、これも「×」となりました。課題としましては、28年度においては6次産業化に関する総合化事業計画の承認を国から得た事業者は、1事業者のみであり、事業者の発掘と事業化への支援が必要だと考えております。

　 今後、園芸栽培や6次産業化の取組を底上げするため、特産品の創出を図る「まち・ひと・しごと地域振興作物研究開発事業」を引き続き実施してまいりたいと考えております。これにつきましては、今具体的にやっておりますのはホワイトアスパラ、小泉紅かぶら、大藪かぶら、コールラビといったものを栽培しております。

　 続きまして、人材不足の職場における人材の確保・定着への支援ということで、これはＫＰＩといたしましては2つございまして、1つ目が「福祉の職場説明会参加者のうち、就職に結び付いた人数」ということで、28年度の目標値は10人でございましたが、結果としては12人ということで評価は「○」とさせていただいております。

　 今後につきましても、学生を含む来場者を促すための周知方法の見直し、事業の説明会を活用して人材確保や推進しようとする参加事業者の取組の姿勢の改善、市民を対象とする介護福祉士等の資格取得にかかる助成制度を継続して実施してまいろうと考えております。

   2つ目が「ひとり親家庭で就職に有利な資格等を取得する際に掛かる費用助成対象者数」がございますが、目標値は5人でございましたが、結果として9名でございました。これにつきましては、プログラム策定事業の充実を進めてまいりたいというふうに考えております。

   6つ目として、「観光・文化・スポーツの振興による地域活性化策の強化」という施策でございまして、この指標が全部で7つございます。

   まず1点目、「観光入込客数」でございますが、28年度の目標が330万人でございましたが、結果としては324万人でございました。課題としましては、観光客数の実人数は平成25年の比較では増加しておりますが、一人当たりの訪問地点数が減少しておりまして、観光入込客数としては伸び悩んでいることから、一人当たりの訪問地点の増加策が必要であると考えております。

　 課題対策に向けた取組としましては、彦根城だけではなく、その後の訪問地点数を増加させるため、史跡散策アプリの活用などをはじめ、市内周遊を促進する取組を実施してまいりたいと考えております。

　 続きまして2つ目が「観光消費額」でございまして、目標値が160億円、結果としては166億円でございました。今後、宿泊客を宿泊客させるだけではなく飲食とか土産の購入、体験サービスなどの機会の充実と経済配給効果を高めるため、観光におけるコンテンツの開発やＰＲの充実をすべきではないかと考えております。
　 3つ目が「市内宿泊者数」でございまして、目標値が33万人でございましたが、結果としては39万2,000人ということでございましたので、「○」とさせていただきました。これについては外国人観光客が大幅に増加していることから、さらなる増加策が必要であると考えておりますので、宿泊を促すため、彦根城のライトアップ等夜間における取組を充実するとともに、宿泊施設と連携した取組を進めてまいりたいと考えております。

　 なお、外国人観光客の宿泊者数が増えていると申し上げましたが、実際、宿泊費が高騰しておりまして、大都市圏などから移動した結果、彦根市では観光せず泊まるだけという外国人の方が多いという分析もございますので、彦根を主要観光地として訪問させるような取組の充実を進めてまいりたいと考えております。

　 続きまして、「外国人観光客数」でございますが、目標値が8万人で、結果としては8万800人でございました。これにつきましては、先ほど申しましたような状況がございまして「○」となっておりましたが、宿泊だけでなく今後は彦根が主要な観光地として訪問されるよう、取組を進めてまいりたいと考えております。

　 「外国人観光客市内宿泊数」ですが、これも目標が4万人で、実際は4万1,300人でございました。評価は「○」とさせていただきましたが、これにつきましても今ほど申し上げましたようなことがございましたので、この方々を今後、実際来ていただけるような観光地にしてまいりたいというふうに考えております。

　 続きまして、「歴史的風致維持向上施設の整備件数」ということで、目標値が16件でございましたが、結果としては19件ございましたので「○」でございます。

　 歴史的風致を維持するため、継続的な取組が今後も必要ということで、今後は「彦根市歴史的風致維持向上計画」の次期計画の策定を行い、継続的な取組を推進していくということでございます。

　最後でございますが、「本市スポーツイベントへの参加人数」でございます。目標値が3万1,280人でございましたが、結果としては3万9,881人で評価としては「○」とさせていただきました。

　 これにつきましては、県立彦根総合運動場と市民体育センター等社会体育施設整備期間中、今後取壊しが始まりますので、その開催について検討が必要というのが課題でございまして、今後、イベント継続開催に向け、開催時期、会場、内容等の計画的な検討を進めてまいりたいと考えております。

(議長)
   ありがとうございました。それでは、続いてお願いしたいのですが、時間の都合もございまして、未達成のところだけご説明をお願いしたいということでございますので、よろしくお願いします。では、「次代を担う子どもたちを安心して産み、育てることのできるまちづくり」、どうぞ。
(子ども未来部長)
   第2部会です。

   基本目標2「次代を担う子どもたちを安心して産み、育てることのできるまちづくり」ということで、施策(1)「結婚から子育てまでの切れ目のない支援」についてというものがございます。この中には5つのＫＰＩを掲げています。

   まず、「年間出生数」につきましては、彦根市統計人口、人口動態、平成28年12月31日現在の数値を、次の「年少人口の割合」につきましては、同じく彦根市統計、年齢別男女別人口、平成28年10月1日現在の数値を、「保育所待機児童数」につきましては、厚生労働省、保育所等利用待機児童数調査、平成28年4月1日現在の数値を、また、「(仮称)彦根市子ども・若者支援センターの設置」につきましては、平成28年度末現在の数値をお示ししています。最後の「地域での学習支援教室の整備」につきましては、計画では平成31年度を目標年とし、中学校区に1か所を整備することとしています。平成28年度は行政としての関わり方など、取組について考える準備期間として目標値を定めておりません。今年度、放課後などでの中学生の学習支援の取組を充実するため、中学生の学習支援教室の開設に向け取組をしていきたいと考えております。

   この5つの指標の中で、「保育所待機児童数」のＫＰＩ目標値は達成できていませんが、平成28年度において保育所等の新築整備が進められ、平成29年4月には、平田こども園および市立の保育園2園が開園いたしました。

   また、小規模保育事業に移行された保育所も1園ありまして、平成29年度については目標値を達成することとなりますので、その旨、ご了解ください。

   今後も、平成31年度の目標値ゼロを達成できるよう、保育士の処遇改善や潜在保育士の掘り起こしなど、保育士の確保、そして市立、私立の保育施設の整備による保育の量の確保に努めてまいりたいと思っております。

   また、ＫＰＩ目標値は達成できていますが、少子高齢化が進展する中、「年間出生数」、「年少人口割合」の向上につきましては、市単独の取組だけでは改善を図ることは難しく、結婚したい、子どもを産み育てたいという若者への幅広い分野からの支援を充実する必要があると考えています。本気で結婚したいという若者に出会いの機会を創出する婚活イベント、安心して妊娠、出産、子育てができるよう、専門職による相談の機会、パパ、ママの交流の場の開設などの取組を実施しておりまして、平成28年度にはくすのきセンターに子育て世代包括支援センターを設置したほか、新たな地域子育て支援拠点として、「まんまる広場」をビバシティ彦根に開設しました。

   また、年々利用希望者が増加しております小学生の放課後児童クラブにつきましても、専用棟の改築など施設整備を実施し、希望する全ての児童を受け入れております。さらに、社会生活を営む上で困難を有する子ども、若者を支援するため、彦根市子ども・若者総合相談センターを開設し、関係機関、団体が連携して支援ができるよう、ネットワークとして「子ども・若者支援地域協議会」を立ち上げました。今後も機能強化を図るとともに、支援の充実を図ってまいります。

   次の施策(2)「小・中学校教育の充実」につきましては、2つのＫＰＩを掲げています。

   まず、「市内児童・生徒の基礎・基本的な学習内容の習得状況」につきましては、小学校・中学校それぞれの平成28年に実施されました平成28年度全国学力学習状況調査のＡ問題の平均正答率を、「市内児童・生徒学校満足度」につきましては、全児童、生徒を対象とした学校満足度調査による数値をお示ししています。この2つの指標におきまして、平成28年度の目標値を達成できましたのは、「市内児童・生徒の基礎・基本的な学習内容の習得状況」の小学校の分だけです。

   今後も学力向上に向けて若手教員を中心とした教員の指導力向上を図るとともに、彦根マイ☆(スター)賞による家庭学習を推奨する取組を継続し、家庭学習の習慣化を推進したいと考えています。

   次の施策(3)「ふるさとを誇りに思い、将来地域社会に貢献する子どもの育成」についてでございます。「地域行事に参加している児童・生徒の割合」について、小学校、中学校に分けてＫＰＩを掲げています。小学校の数値は先ほどの全国学力学習状況調査から、中学校の数値につきましては、全学年を対象とした学校独自の「地域貢献プロジェクト調査」に基づきお示ししております。

   中学校につきましてＫＰＩ目標値は達成していますが、それぞれ学区によって地域の行事の数や関わり方に相違があります。少しでも子どもたちが地域の行事に参加できる機会が増えるように、今後も学校と地域のネットワーク構築に取り組んでまいりたいと考えています。

   最後に施策(4)「仕事と生活の調和(ワーク・ライフ・バランス)の推進」です。指標「ワーク・ライフ・バランス取組企業数」につきましては、滋賀県のワーク・ライフ・バランス推進企業に登録されています、平成29年3月末現在の市内の企業の数値をお示ししています。平成28年度の目標値を達成することはできませんでしたが、企業との関わりということで、現在人権啓発の観点から企業訪問を実施しておりますので、ワーク・ライフ・バランスの取組についても啓発を行い、県の登録制度の周知を図っていきたいと考えております。

   以上です。

(議長)
   ありがとうございました。続いて、「若者のチャレンジにより、新しい人の流れが生まれるまちづくり」、どうぞ。
(企画振興部長)

 　若者定着・移住部会です。資料は4－3でございます。この部会では、本市に若者である学生が多数在学していますことから、学生の人材育成やスキルアップを支援し、学生がチャレンジできる環境整備を支援するなど、若者がチャレンジできるまちづくり、また若者世代を対象に市の魅力を発信し移住を促進する仕組みを構築するなど、本市への移住を進めてまいります。

   施策は3つでございます。1つ目が「市内大学をはじめとした高等教育機関との連携強化」、2つ目は「起業や新分野への進出に対する支援による新たな雇用の創出」で、これは雇用創出部会の資料4－1と同じ指標を使っております。3つ目が「移住策の推進」でございます。

   特に評価が「×」になっているところを中心ということでございましたので、そこを説明させていただきます。

   まず、1つ目の施策の「市内大学をはじめとした高等教育機関等との連携強化」でございますが、ＫＰＩ目標値は「市内3大学の新卒者の県内就職率」と「市内就職率」で、これはそれぞれ毎年度の卒業生の数字をとっておりまして、平成31年度に25.5％、6％とそれぞれ目標としております。

   高等教育機関等との連携にかかる1つ目のＫＰＩの数値、「市内3大学の新卒者の県内就職率」で、平成28年度の目標数値は24.4％、28年度の実績数値が22.1％で評価が「×」となっております。

   課題としましては、産学と連携しての若者定着支援を引き続き実施していく必要があるとしております。

   課題解決に向けましては、3大学に対しまして雇用対策協議会により作成しました「就活本」の配布、彦根地域合同企業面接会の実施、市役所の就職説明会の実施であります。

   合同企業面接会では昨年度でいいますと、10月6日と3月9日にマリアージュで開催いたしまして、それぞれ参加企業数42社と43社、参加者数が37人と103人という結果でした。

   今年度は、草津のまちづくりセンターで7月第2週の日曜日に開催予定です。

   あと、今年からできました滋賀大学のデータサイエンス学部との連携によりビッグデータを活用し、学生の意向調査等ができればと考えております。

   2つ目の指標は「起業や新分野への進出に対する支援による新たな雇用の創出」でございます。ＫＰＩ指標は当該年度中に起業された「起業者数」で、平成31年度に95名を目標としております。これは「○」ですので割愛します。

   3つ目の施策が「移住策の推進」でございます。ＫＰＩは毎年度、12月31日時点での「社会増減数」と当該年度中におけます「移住施策による市内からの移住者数」でありまして、それぞれ100人、200人と目標にしております。

   特に2つ目の移住策に係りますＫＰＩは、「移住施策による市外からの移住者数」でございまして、平成28年度の目標数値が52人、実績が12名でしたので、これも評価が「×」ということです。

   移住施策が平成28年10月から開始したことでもありまして、達成できなかった要因の1つであります。

   課題としましては、若者にとって魅力あるしかけづくりと都市部での移住促進ＰＲを進めていくということです。課題解決のために、地域おこし協力隊と協力して移住施策の推進、移住ツアーの実施、ＮＰＯ等が行う首都圏での移住手当のＰＲ、「ここ滋賀」の活用、ふるさと回帰支援センターの滋賀県専属職員との連携強化や、新規転農者向けのホームページ立ち上げによる農業希望者向けのＰＲも行ってまいりたいと考えております。

   以上でございます。

(議長)
   ありがとうございました。

   続いて、「時代に合った地域の中で、安心な暮らしを守るまちづくり」、どうぞ。
(都市建設部長)

   安全なまちづくり部会での評価をご報告いたします。当部会における基本目標は、「時代に合った地域の中で、安心な暮らしを守るまちづくり」ということで、施策としては5本ございます。

   まず、「彦根らしい多極的なコンパクトシティの形成」、2つ目としまして「空き家等住まい対策の推進」、3つ目に「公共施設マネジメントの確立による持続可能な施設整備・運営管理」でございます。4つ目が「安全・安心な暮らしの確保」、5つ目が「湖東定住自立圏形成協定に基づく取組の推進」でございます。

   この中で達成できなかったものについてご報告させていただきます。

   2ページ目の施策名が「公共施設マネジメントの確立による持続可能な施設整備・運営管理」でございます。

   まず、「施設類型毎の個別計画の策定割合」におきましては、目標値19.4％に対し、実績につきまして16.7％であり、評価は「×」としております。これにつきましては、公共建築物の必要性の十分な検証ができていないことによる計画の遅れが課題でございまして、今後さまざまな分析を行い、あり方の検証をしてまいりたいと考えております。

   次に3ページ目、施策名「安全・安心な暮らしの確保」でございます。この中で自主防災組織率におきましては、目標値73.7％に対しまして実績が72.4％でございます。評価は「×」となっております。

   これにつきましては、依然として防災意識が低いこと、自主防災組織に対する理解が不足していることが大きな課題となっております。このことから自主防災組織未設置の自治会に対し、必要性やメリットのある補助制度について、直接周知・啓発を行ってまいりたいと考えております。

   以上、目標を達成できなかったのは2項目でございます。

(議長)
   ありがとうございました。

   それでは、ただいまのご説明、ご報告等々を含めてご意見、ご質問がありましたら、ご発言をお願いします。
(文化財部長)

   文化財部です。文化財部というよりも、全体的な評価シートの表現の仕方ということで意見を申し上げたいと思います。

   資料4－2の2枚目、施策名が「結婚から子育てまでの切れ目のない支援」の3つ目の「地域での学習支援教室の整備」、これについては評価ができないというふうになっているのですが、これは事前に見させていただいて、なぜ評価ができないのかを調べたのですが、31年度までに7か所ということになっており、28年度の目標値がないから評価できないということだと思います。これは後々外部委員や市民の方が見られた時、なぜ評価ができないのか疑問に感じられると思うので、この28年度のＫＰＩ目標値のところに括弧書きでもよいので、31年度までに7か所と示したほうがわかりやすいと思います。

   もう一点、同じように資料の4－4で、これも2枚目ですが、一番上の「立地適正計画の策定」のところで評価ができないとなっているのですが、これは29年度末までに策定するということになっていて、要するに28年度末の数値が出ないということで、このような形になっているのですが、これについても括弧書きで目標値のところに「29年度末までに策定」とし、28年度のところは例えば「策定中」としておいて、明確に示しておいたほうが見たときにわかりやすいのではないかと思います。

   以上です。

 (議長)

   ありがとうございました。そのほか、何かございますか。
(福祉保健部長)

   福祉保健部です。様式上の問題ですが、資料4－3です。右側の上段から中段にかけての項目で、「課題解決に向け、平成29年度に実施すべき取組」と書かれていますけれども、これは「平成30年度に実施すべき取組」ということですので、字句の修正をお願いしたいと思います。

   それから、表記の関係ですけれども、資料4－1の2枚目右側の取組の中の上から3つ目のところで、「彦根市地場産業活性化基本方針及び行動計画の着実な実施」と書かれています。この「及び」という記載ですが、彦根市の場合は、あえて仮名表記とするのが原則になっています。一連の計画名称でしたら別ですけれども、恐らくそうではないと思いますし、下のほうにもいくつか「及び」という漢字表記が出てきますので、平仮名で統一されたほうがよいと思います。

   それから、同じくＫＰＩ評価シートの4ページのところですが、これも表記の仕方です。「平成30年度に実施すべき取組」中、下から4つ目の欄に、「継続的な取り組みを推進」という記載があります。その左の課題の欄にもありますけれども、「取り組みを推進」という場合は、漢字2文字で「取組」とする表記が一般的であると思いますので、そこも統一されたほうがよいと思います。

   ほかのシートにも、同様の表記が散見されますので、表記の統一を図っていただきたいと思います。

   以上です。

(議長)

   はい、ありがとうございました。

   それでは、先ほどのＫＰＩの数字については、27日ですか、外部委員の評価までに整理をして配れるようにしていただけますように。今の福祉保健部長のご指摘も踏まえて修正してください。

   どうぞ、ほかに何か。
(産業部長)
   今の最後の計画ですが、多分「及び」になっていたと思います。計画そのものが。

(福祉保険部長)
   計画の名称でしたらそれで結構です。

(議長)
   その辺を整理して表記をしてください。

   ほかに何かございますか。どうぞ。

(川嶋副市長)
   1つ確認です。資料4－1と資料4－3にも共通している「起業者」ですが、これは31年度の目標の95というのは累積の数値ですか。それをまず確認していただけますか。

(産業部長)

   これにつきましては今、確認中でございます。年度ごとの数値を確認します。

(事務局)
   累計でございます。

(川嶋副市長)

   それを前提として、このプラスマイナスというのはここで反映されるのですか。例えば、29年度に起業された人が10人であって、28年度に起業されて29年度にリタイヤした人が5人であれば5という状態なのか、それとも積み上げだけで言っているのかどうか、そこが分かれば教えてほしい。

(地方創生推進室長)
   事務局です。そこは調べさせていただけませんか。よろしくお願いします。

(川嶋副市長)
   知りたかったのは、これから女性活躍の推進というのを図っていく中で、この起業される方の男女比というか、男女の内訳がわかれば、何らかの今後の施策に結び付けていけるのと違うのかという思いがありまして、もしその辺がわかれば情報だけ持っておいていただければと思います。

(産業部長)
   わかりました。
(川嶋副市長)
   それが1つと、もう一つは資料4－2でちょっとよく分からなかったのですが、施策名の2の「小・中学校教育の充実」の中の「市内児童生徒の基礎・基本的な学習内容の習得状況」で、特に中学校なのですが、目標は平成31年度で小中80、26年度の基準値を見ると、中学校が73.2というのがありますが、この資料4-2の2枚目の28年度ＫＰＩについて、中学校が67.3となっています。この26年度の73.2と28年度の67.3の比較をした場合、これはどうなのかと思ったのですが、いかがですか。

(議長)

   26年度が基準値になるということですが、いかがですか。

(子ども未来部長)

   26年度の基準値は73.2ですが、27年度の数値がそれを下回ったということです。

(議長)

   基準値から下回ったところから始まっているということですか。

(子ども未来部長)

   はい。詳細は調べておきます。

(議長)

   ほかにございますか。いかがですか。

   それでは、特にないようでございましたら、これをもちまして彦根市まち・ひと・しごと創生本部、平成29年度の第1回会議を終了させていただきます。

   ありがとうございました。
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